
緒　　言

　近年，良食味米への関心が高まる一方，減反，米価下

落，後継者不足２）等により農家の土づくりへの意欲が低下

しており，必要な土壌改良材等が施用されていないこと

が懸念される．このたび，１９７９年から実施中の土壌機能

モニタリング調査（定点調査）で，水田土壌のケイ酸含

量とケイ酸資材施用量の関係を調査し知見を得たので報

告する．なお，本研究の推進に当たり，普及教育課，農

林（水産）振興事務所，農業改良普及センター担当者及

び環境部の皆様には多大なご協力を賜った．記して厚く

謝意を表する．

材料及び方法

　調査ほ場の地域別地点数を表に示した．調査ほ場は水

田面積約２５０ha に１点の割合で，兵庫県内各地域の水田

から地力保全基本調査総合成績書（１９７８年，兵庫県発行）

を参考にその地区に広く分布する土壌型の代表ほ場３０５

を選定し，県内を６地域に区分した．１９７９年から５年を

１巡として５年間隔で５回調査を実施した（表参照．５巡

目は調査地点数を７５地点に縮小）．

　試料採取は原則として，灌漑水は７月下旬から８月上旬

に農業用水路のほ場水口付近で，土壌は水稲収穫後に水

田表土を採取した．分析は，「土壌，水質及び作物体分析

法」（１９７９年，農林水産省農蚕園芸局農産課発行）により

行い，土壌管理実態調査は，地域を担当する農業改良普

及員が耕作者からの聴き取り調査により行った．

結果及び考察

　県内水田土壌の可給態ケイ酸含量（酢酸緩衝液抽出法，

以下，ケイ酸含量）の変化を図１に示した．阪神地域で

は４２０から１８０㎎ ㎏－１に漸減した後，５巡目に３２０㎎ ㎏－１

に増加した．東播磨及び西播磨地域は２巡目には増加，３

巡目には減少傾向，５巡目には再び増加に転じた．但馬，

淡路地域は２巡目に，丹波地域２，３巡目に増加した後，

減少傾向が続いた．県平均では４巡目に２２０㎎ ㎏－１まで

減少したが，５巡目に微増して県の維持すべき目標値で
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要　　約

　　１９７９年から２００２年にかけて，５年間隔で５回（５巡），兵庫県内水田土壌の可給態ケイ酸含量，資材施

用量および灌漑水のケイ酸含量の変化を調査した．

１　ケイ酸質資材の施用量は但馬地域以外の県内全域で減少しており，土壌中の可給態ケイ酸含量（酢

酸緩衝液抽出法）は４巡目まで減少傾向が認められた．その傾向は，丹波地域で著しかった．

２　灌漑水のケイ酸含量は１３㎎　L－１前後で推移し，調査期間中，顕著な変化は認められなかった．

３　今後，さらに資材施用量が減少し，それに伴い土壌中の可給態ケイ酸含量の低下が懸念されている

ので，ケイ酸質資材の効率的施用と土壌モニタリングの継続が重要であると考えられた．
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　表　 土壌機能モニタリング調査（定点調査）の地域別調査市町及び地点数
調査地点数市　　町初　回地域 灌漑水土壌調査年

５２５（　９）神戸市，三田市，宝塚市，猪名川町１９８２年阪　神
１２６０（１８）明石市，稲美町，加古川市，高砂市，三木市

西脇市，多可町，加西市，加東市，小野市
１９８２年
１９７９年

東播磨

１７８５（１８）姫路市，神河町，市川町，福崎町，
たつの市，太子町，宍粟市，相生市，
赤穂市，上郡町，佐用町

１９８１年西播磨

１１５５（１２）豊岡市，香美町，新温泉町１９８２年但　馬
朝来市，養父市１９７９年

９４５（　６）篠山市，丹波市１９８０年丹　波
７３５（１２）洲本市，南あわじ市，淡路市１９７９年淡　路
６１３０５（７５）合計

（）内は５巡目，灌漑水は５巡目欠測
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ある２５０㎎ ㎏－１を維持した．

　５巡目の調査地点は，ほ場の断面形態（土壌統）を第

一に，調査の継続性（地形，ほ場整備の有無，後継者等）

を考慮して選定した．結果的に土壌条件の比較的良好な

ほ場が選定されているため，ケイ酸含量は４～５巡目に現

状維持ないし増加した地域が多いが，減少傾向に歯止め

がかかったかどうか，さらに調査を継続する必要がある．

　ケイ酸資材施用量の地域別変化を図２に示した．但馬

地域のみ８１０から１，２７０㎏ ha －１に増加し，土壌のケイ酸含

量も現状維持に転じた．これは，地域で取り組んでいる

ケイ酸資材施用を中心とした土づくりの成果と考えら

れる．他地域は軒並み減少し阪神地域は１，５６０から４４０

㎏ ha －１，東播磨地域は１，２１０から２２０㎏ ha －１，西播磨地域は

１，１００から３９０㎏ ha －１，丹波地域は１，０３０から０㎏ ha －１，淡

路地域は１，４３０から３００㎏ ha －１に減少した．そのため県平

均も１，１２０から４５０㎏ ha －１と大幅に減少し，県のケイ酸資

材の施用基準１，０００～２，０００㎏ ha －１を下まわった．

　本調査の聴き取り調査結果（データ省略）では，調査

の１，２巡目は水稲跡のほとんどのほ場でケイ酸資材が

施用されていた．しかし，３巡目以降，水稲跡や水稲前

の畑作物収穫後にケイ酸資材が施用されることが少なく

なっていた．

　灌漑水のケイ酸含量の地域別変化を図３に示した．阪

神及び淡路地域は１５㎎ L －１前後で増加，減少，増加と変

化し，東播磨地域は１３．５から９．５㎎ L －１と減少傾向を示し，

西播磨及び丹波地域は１１㎎ L －１前後で横ばいであった．

　但馬地域は２巡目に１１．９から１８．９㎎ L －１に増加した後，

４巡目には１３．８㎎ L －１に減少した．灌漑水中のケイ酸含

量は母材の影響を受けるとされているが５），増減の原因

は不明で今後，引き続き調査を行う必要がある．

　灌漑水の県平均値は２巡目に１５．３㎎ L －１に増加した以

外，１３㎎ L －１前後で推移し顕著な変化は認められず，こ

の値は，桑名ら３）県内河川等４４地点の農業用水の水質調査

の平均値１１．６㎎ L －１とほぼ同様の値と考えられた．

　筆者ら１）は水稲単作水田において，堆肥等有機質資材と

肥料の三要素のみの施用では，土壌中の可給態ケイ酸含

量は増加せず，pH，交換性石灰含量が低下することを示

した．一方，ケイ酸資材の施用により，土壌 pH，交換性

石灰及び可給態ケイ酸含量が適正に保たれ１），低温・寡

照の冷夏や高温の年でも安定した水稲の収量が得られる

ことを示している４）．

　今後，コスト削減や高齢化の影響も相まって，さらに

資材施用量が減少し，それに伴い土壌中の可給態ケイ酸

含量の低下が懸念されている．ケイ酸資材の施用効果は，

水稲のみならず，土壌 pHの改善，塩基類の補給等，麦

や大豆等の転作作物にも期待できる．資材施用効果につ

いては輪作体系の中で評価する必要があると考えられる．
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図１　水田土壌の可給態ケイ酸（酢酸緩衝液抽出法）
の地域別変化

　①：１９７９～８２年，②：１９８４～８７年，③：１９８９～９２年，
④：１９９４～９７年，⑤：１９９９～２００２年

図２　ケイ酸資材施用量の地域別変化
①：１９７９～８２年，②：１９８４～８７年，③：１９８９～９２年，

④：１９９４～１９９７年，⑤：１９９９～２００２年

図３　灌漑水のケイ酸含量の地域別変化
①：１９７９～８２年，②：１９８４～８７年（西播磨欠測），

③：１９８９～９２年，④：１９９４～１９９７年


